
   

 

 津市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

 

                   平成２９年６月１９日訓第６５号 

 

改正 平成３０年７月３１日訓第４４号 

 平成３０年１０月１日訓第４９号 

 平成３１年３月１４日訓第８号 

 令和元年９月３０日訓第８号 

 令和３年３月３１日訓第３２号 

 令和６年７月１１日訓第６７号 

 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）、介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号）及び介護保険法施

行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）に定め

るもののほか、法第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支

援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（総合事業の内容)  

第２条 市長は、総合事業として次に掲げる事業を行うものとする。  

⑴ 法第１１５条の４５第１項第１号に規定する第１号事業（以下「第１号

事業」という。）として次に掲げる事業  

ア 法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第１号訪問事業として

次に掲げる事業 

(ア) 介護予防訪問型サービス事業 

(イ) 生活支援訪問サービス事業 

(ウ) 短期集中専門訪問サービス事業 

イ 法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業として

次に掲げる事業  

(ア) 介護予防通所型サービス事業 

(イ) 生活支援通所サービス事業 

(ウ) 短期集中専門通所サービス事業 

ウ 法第１１５条の４５第１項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事 



   

 

業 

⑵ 法第１１５条の４５第１項第２号に規定する事業（以下「一般介護予防

事業」という。）として次に掲げる事業 

ア 介護予防把握事業  

イ 介護予防普及啓発事業 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

エ 一般介護予防事業評価事業 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

（総合事業の対象者） 

第３条 第１号事業の対象者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。 

⑴ 居宅要支援被保険者（法第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険者

をいう。以下同じ。） 

⑵ 事業対象者（施行規則第１４０条の６２の４第２号に規定する厚生労働

大臣が定める基準（次条において「基準」という。）に該当する第１号被

保険者（法第９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）

をいう。以下同じ。） 

⑶ 居宅要介護被保険者（法第４１条第１項に規定する居宅要介護被保険者

をいう。以下同じ。）であって、要介護認定（法第１９条第１項に規定す

る要介護認定をいう。以下同じ。）を受ける日以前に前２号のいずれかに

該当し、第２条第１号ア (イ)又はイ (イ)の事業のサービスを受けていたものの

うち、要介護認定を受けた日以後も継続的にこれらの事業のサービスを受

ける必要があると市長が認める者 

２ 一般介護予防事業の対象者は、第１号被保険者及びその支援のための活動

に関わる者とする。 

（事業対象者の判定の有効期間） 

第４条 事業対象者の判定の有効期間は、基準の該当の有無を判断した日の属 

する月の翌月（当該日が月の初日である場合にあっては、当該日の属する月）

から起算して２４箇月を経過した月の前月の末日とする。 

（総合事業の実施方法） 

第５条 第１号事業のうち、次に掲げる事業は、法第１１５条の４５の５第１

項の規定に基づき市長が指定する者（以下「指定事業者」という。）により

実施するものとする。 

⑴ 介護予防訪問型サービス事業 



   

 

⑵ 生活支援訪問サービス事業 

⑶ 介護予防通所型サービス事業 

⑷ 生活支援通所サービス事業 

２ 総合事業のうち、前項各号に掲げる事業以外の事業は、法第１１５条の４

７第５項及び第６項の規定に基づき、委託により実施させることができるも

のとする。 

（指定の有効期間） 

第６条 法第１１５条の４５の６第２項に規定する有効期間（以下「有効期間」 

という。）は、６年間とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する指定

事業者に係る有効期間は、当該各号に定める期間とする。 

⑴ 介護予防訪問型サービス事業又は生活支援訪問サービス事業及び法第８

条第２項に規定する訪問介護を一体的に運営（同一法人が同一建物内にお

いて一体的に運営している場合をいう。以下同じ。）している指定事業者 

  指定事業者の指定を受けた日から当該訪問介護に係る指定の有効期間の

満了の日までの期間 

⑵ 介護予防通所型サービス事業又は生活支援通所サービス事業及び法第８

条第７項に規定する通所介護を一体的に運営している指定事業者 指定事

業者の指定を受けた日から当該通所介護に係る指定の有効期間の満了の日

までの期間 

⑶ 介護予防通所型サービス事業又は生活支援通所サービス事業及び法第８

条第１７項に規定する地域密着型通所介護を一体的に運営している指定事

業者 指定事業者の指定を受けた日から当該地域密着型通所介護に係る指

定の有効期間の満了の日までの期間 

（指定事業者が行う事業に要する費用の額）  

第７条 第５条第１項各号に掲げる事業（以下「指定事業者が行う事業」とい

う。）に要する費用の額は、別表の左欄に掲げる事業の区分に応じ、同表の

中欄に定める１単位の単価に、同表の右欄に定める所定単位数を乗じて得た

額とする。  

２ 前項の規定により算定された額に１円未満の端数があるときは、これを切

り捨てるものとする。  

（第１号事業支給費の額等）  

第８条 法第１１５条の４５の３第２項に規定する第１号事業支給費（以下  

「第１号事業支給費」という。）の額は、前条第１項の規定により算定され



   

 

た指定事業者が行う事業に要する費用の額（当該額が現に当該指定事業者が

行う事業に要した費用の額を超えるときは、当該指定事業者が行う事業に要

した費用の額とする。）に１００分の９０（当該指定事業者が行う事業の利

用者が第１号被保険者であって、法第５９条の２第１項に規定する政令で定

める額以上の所得を有する者である場合にあっては１００分の８０、同条第

２項に規定する政令で定める額以上の所得を有する者である場合にあっては

１００分の７０）を乗じて得た額とする。  

２ 市長は、災害その他特別の事情により、指定事業者が行う事業の利用者が

必要な費用を負担することが困難であると認めるときは、前項の規定にかか

わらず、第１号事業支給費の額を増額することができる。 

（支給限度額）  

第９条 居宅要支援被保険者に対する第１号事業支給費の合計額における１月

当たりの支給限度額は、法第７条第２項に規定する要支援状態区分（以下

「要支援状態区分」という。）に応じ、居宅介護サービス費等区分支給限度

基準額及び介護予防サービス費等区分支給限度基準額（平成１２年厚生省告

示第３３号。次項において「厚生省告示」という。）第２号に定める介護予

防サービス費等区分支給限度基準額に１００分の９０（当該居宅要支援被保

険者が第１号被保険者であって、法第５９条の２第１項に規定する政令で定

める額以上の所得を有する者である場合にあっては１００分の８０、同条第

２項に規定する政令で定める額以上の所得を有する者である場合にあっては

１００分の７０）を乗じて得た額とする。ただし、当該居宅要支援被保険者

が法第５２条第１号から第４号までに掲げるいずれかの予防給付を受けてい

る場合においては、当該居宅要支援被保険者に対する第１号事業支給費の合

計額に法第５５条第１項に規定する合計額を合算するものとする。 

２ 事業対象者に対する第１号事業支給費の合計額における１月当たりの支給

限度額は、厚生省告示第２号に定める要支援１の介護予防サービス費等区分

支給限度基準額に１００分の９０（当該事業対象者が法第５９条の２第１項

に規定する政令で定める額以上の所得を有する者である場合にあっては１０

０分の８０、同条第２項に規定する政令で定める額以上の所得を有する者で

ある場合にあっては１００分の７０）を乗じて得た額とする。ただし、市長

が必要があると認めるときは、この限りでない。 

（利用料） 

第１０条 指定事業者が行う事業の利用者は、法第１１５条の４５第１０項の



   

 

規定により、当該指定事業者が行う事業に要する費用の額から第１号事業支

給費の額を控除した額を利用料として負担するものとする。 

（高額介護予防サービス費相当額の支給） 

第１１条 市長は、前条に規定する利用料及び法第６１条第１項に規定する介

護予防サービス利用者負担額（次条において「利用者負担額」という。）を

合算した額が著しく高額であるときは、指定事業者が行う事業の利用者に対

して、同項に規定する高額介護予防サービス費に相当する額を支給するもの

とする。 

（高額医療合算介護予防サービス費相当額の支給） 

第１２条 市長は、第１０条に規定する利用料（前条の高額介護予防サービス

費に相当する額が支給される場合にあっては、当該支給額に相当する額を控

除して得た額）、利用者負担額及び医療保険の自己負担額を合算した額が著

しく高額であるときは、指定事業者が行う事業の利用者に対して、法第６１

条の２第１項に規定する高額医療合算介護予防サービス費に相当する額を支

給するものとする。 

（指導及び監査） 

第１３条 市長は、総合事業の適切かつ有効な実施のため、第１号事業を行う

者に対して、指導及び監査を行うものとする。 

（委任）  

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この訓は、平成２９年６月２０日から施行する。 

 （津市生きがい活動支援通所事業実施要綱等の廃止） 

２ 次に掲げる訓は、廃止する。 

 ⑴ 津市生きがい活動支援通所事業実施要綱（平成１８年津市訓第１２１号） 

⑵ 津市軽度生活援助事業実施要綱（平成１８年津市訓第１２２号） 

（経過措置） 

３ 平成２９年４月１日からこの訓の施行の日の前日までに行われた総合事業

については、この訓の相当規定により行われたものとみなす。 

 （費用の算定の特例） 

４ 令和３年４月１日から同年９月３０日までの間は、別表介護予防訪問型サ

ービス事業の項所定単位数の欄に掲げる１介護予防訪問型サービスの⑴から



   

 

⑺まで、同表生活支援訪問サービス事業の項所定単位数の欄に掲げる１生活

支援訪問サービスの⑴から⑷まで、同表介護予防通所型サービス事業の項所

定単位数の欄に掲げる１介護予防通所型サービスの⑴から⑸まで及び同表生

活支援通所サービス事業の項所定単位数の欄に掲げる１生活支援通所サービ

スの⑴から⑷までについて、それぞれの所定単位数の１，０００分の１，０

０１に相当する単位数を算定する。 

５ 第７条の規定にかかわらず、令和６年４月１日から同年５月３１日までの

間の指定事業者が行う事業に要する費用の額は、附則別表の左欄に掲げる事

業の区分に応じ、同表の中欄に定める１単位の単価に、同表の右欄に定める

所定単位数を乗じて得た額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

 

   附 則（平成３０年７月３１日訓第４４号） 

 この訓は、平成３０年８月１日から施行する。 

   附 則（平成３０年１０月１日訓第４９号） 

１ この訓は、平成３０年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の津市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱の規定は、この訓

の施行の日以後の総合事業の実施について適用し、同日前の総合事業の実施

については、なお従前の例による。 

   附 則（平成３１年３月１４日訓第８号） 

１ この訓は、平成３１年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱の規定は、この訓

の施行の日以後の総合事業の実施について適用し、同日前の総合事業の実施

については、なお従前の例による。 

附 則（令和元年９月３０日訓第８号） 

１ この訓は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ 改正後の津市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱の規定は、この訓

の施行の日以後の総合事業の実施について適用し、同日前の総合事業の実施

については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この訓は、令和３年４月１日から施行する。 

２ 改正後の津市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱の規定は、この訓

の施行の日以後の総合事業の実施について適用し、同日前の総合事業の実施

については、なお従前の例による。 

   附 則 

１ この訓は、決裁の日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

２ 令和７年３月３１日までの間は、別表の介護予防訪問型サービス事業の１

の（注）７及び介護予防通所型サービス事業の１の（注）５の規定並びに附

則別表の介護予防訪問型サービス事業の１の（注）７及び介護予防通所型

サービス事業の１の（注）５の規定は、適用しない。ただし、介護予防通所

型サービスを算定している事業所が感染症及びまん延の防止のための指針及

び非常災害に関する具体的計画を策定していない場合は、この限りでない。 


